
島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日 (�)

� �

� �

遊漁船業の適正化に関する法律施行細則の一部を改正する規則 (水 産 課) �

� �

公平委員会の事務の受託の廃止 (市 町 村 課) �

生活保護法の規定に基づく医療扶助を担当する機関の指定 (健康福祉総務課) �

生活保護法の規定に基づく指定医療機関の事業廃止の届出 ( 〃 ) �

生活保護法の規定に基づく介護扶助を担当する機関の指定 ( 〃 ) �

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者の指定 (高齢者福祉課) �

児童福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業者の指定 (障害者福祉課) �

身体障害者福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業者の指定 ( 〃 ) �

知的障害者福祉法の規定に基づく指定居宅支援事業者の指定 ( 〃 ) �

土地改良区の役員の就任及び退任 (農 村 整 備 課) �

土地改良区の役員の退任 ( 〃 ) 	

保安林の指定 (森 林 整 備 課) 	

解除予定保安林（
件） ( 〃 ) �

保安林の指定施業要件の変更（�件） ( 〃 ) 


公有水面埋立ての竣功認可 (漁港漁場整備課) ��

道路の供用開始 (道 路 維 持 課) ��

海岸保全区域の指定 (河 川 課) ��

� �

島根県の ｢全県域ＷＡＮ｣ に係るネットワークサービス提供者の特定のための提 (情 報 政 策 課) ��

案協議の実施

���	��

島根県人事給与システム運用機器（サーバー関連）一式リースにおける随意契約 (人 事 課) ��

の相手方等

島根県人事給与システム運用機器（端末、プリンター等）一式リースにおける随 ( 〃 ) ��

意契約の相手方等
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平成��年��月�日 (金)

� ������
(毎週火・金曜日発行)
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◇����������� !"#$%��&'()�� ��（規則第	�号）

� 規則の概要

� 業務改善命令書の様式を定めることとした。（第�条関係）

� その他規定の整理

� 施行期日
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島 根 県 報

� �

遊漁船業の適正化に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	

遊漁船業の適正化に関する法律施行細則の一部を改正する規則

遊漁船業の適正化に関する法律施行細則（平成��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項中「様式第�号」を「様式第	号」に、「様式第	号」を「様式第
号」に改め、同項を同条第	項と

し、同条第�項の次に次の�項を加える。

� 法第��条に規定する命令は、様式第�号により行うものとする。

第��条中「様式第
号」を「様式第
号」に改める。

様式第
号を様式第
号とする。

様式第	号中「この処分」の次に「が聴聞を経ないでされた場合において、当該処分」を加え、「第��条第

号」を「第��条第�項第 号」に改め、同様式を様式第
号とする。

様式第�号中「この処分」の次に「が聴聞を経ないでされた場合において、当該処分」を加え、同様式を様式第	号と

し、様式第�号の次に次の�様式を加える。

第�����号 平成��年��月�日(�)

公布の日から施行することとした。
�
�
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島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日 (�)

�����（第�条関係）

業 務 改 善 命 令 書

第 号

年 月 日

様

島根県知事 印

貴 の遊漁船業者の登録（登録番号：島根県 号）について、遊漁船業の適正化に関

する法律第�	条の規定に基づき、下記のとおり業務の改善を命じます。

なお、この処分が聴聞を経ないでされた場合において、当該処分に不服があるときは、この通知書を受け取った

日の翌日から起算して��日以内に島根県知事に対して異議申立てをすることができます。


 改善事項

� 報告

� 理由

備考



島 根 県 報

� �

この規則は、公布の日から施行する。

������	
��

地方自治法（昭和��年法律第��号）第���条の��第�項の規定に基づき、平成��年��月	�日をもって、島根県と次に掲

げる町村との間の公平委員会の事務の受託を廃止するので、同法第���条の��第
項において準用する同法第���条の�第

�項の規定により告示する｡

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

町村

大原郡大東町

〃 加茂町

〃 木次町

飯石郡三刀屋町

〃 吉田村

〃 掛合町

美濃郡美都町

〃 匹見町

������	

�

生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により、同法による医療扶助を担当する機関を次のとおり指定した

ので、同法第��条の�第
号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

������	

�

生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�の規定により、次のとおり指定医療機関の事業の廃止の届出があった

ので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

������	
��

生活保護法（昭和��年法律���号）第��条の�第
項の規定により、同法による介護扶助を担当する機関を次のとおり

第�����号 平成��年��月�日(�)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 指定年月日

てるてる薬局 鹿足郡津和野町大字後田ロ	�	―
 平成��年�月��日

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 廃止年月日

西本外科医院 益田市幸町��―�� 平成��年�月�日



島 根 県 報

指定したので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	

介護保険法（平成�年法律第�	
号）第��条第�項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者を次のとおり指定したの

で、同法第�
条第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

�������
�	

児童福祉法（昭和		年法律第���号）第	�条の��第�項の規定に基づき、指定居宅支援事業者を次のとおり指定したの

で、同法第	�条の	
第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

�������
�	

身体障害者福祉法（昭和	�年法律第	

号）第��条の��第�項の規定に基づき、指定居宅支援事業者を次のとおり指定

したので、同法第��条の	
第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成��年��月�日 (�)

指定訪問看護事業者・居宅介護事業者・居
宅介護支援事業者

実施する事業

訪問看護ステーション・居宅介護事業所・
居宅介護支援事業所 指 定

年月日
名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

株式会社 岩多屋
浜田市浅井町
�番地
�

福祉用具貸与
株式会社 岩多屋
出雲営業所

簸川郡斐川町大字直
江町�


―�

平成��年
�月��日

事 業 所 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

サンライフほのぼの有限会
社

特定施設入所
者生活介護

さくらが丘
邑智郡桜江町大字小田
��―
��

平成��年
�月	�日

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

株式会社 コムスン 居宅介護
株式会社コムスン 出雲ケ
アセンター

出雲市大津町朝倉�

―�

大北館
平成��年
�月	
日

有限会社 えるだー 居宅介護 有限会社 えるだー 出雲市塩冶町�	�

平成��年
�月	
日



島 根 県 報

��������	


知的障害者福祉法（昭和��年法律第��号）第��条の��第�項の規定に基づき、指定居宅支援事業者を次のとおり指定し

たので、同法第��条の��第�号の規定に基づき告示する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


土地改良法（昭和�
年法律第���号）第��条第��項の規定により、次の土地改良区から役員の就任及び退任の届出が

あったので、同条第��項の規定により告示する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義

玉湯町土地改良区

� 就任した役員の氏名及び住所

理事

舟木 富郎 八束郡玉湯町大字布志名���番地


下山 貞明 八束郡玉湯町大字布志名���番地

渡部 吉郎 八束郡玉湯町大字湯町����番地

和田 捷良 八束郡玉湯町大字湯町��
�番地

福間 基 八束郡玉湯町大字林村����番地

廣江 昭富 八束郡玉湯町大字林村���番地

青砥 登 八束郡玉湯町大字玉造���番地

新宮富二夫 八束郡玉湯町大字玉造���番地�

若竹 正彦 八束郡玉湯町大字大谷��
番地�

恩田 治三 八束郡玉湯町大字大谷����番地��

第����
号 平成��年��月	日(�)

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

株式会社 コムスン 居宅介護
株式会社コムスン 出雲ケ
アセンター

出雲市大津町朝倉���―�

大北館
平成��年
�月��日

有限会社 えるだー 居宅介護 有限会社 えるだー 出雲市塩冶町����
平成��年
�月��日

社会福祉法人 いわみ福祉
会

居宅介護 生活支援センター レント 浜田市殿町��―	
平成��年
�月��日

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

株式会社 コムスン 居宅介護
株式会社コムスン 出雲ケ
アセンター

出雲市大津町朝倉���―�

大北館
平成��年
�月��日

有限会社 えるだー 居宅介護 有限会社 えるだー 出雲市塩冶町����
平成��年
�月��日



島 根 県 報

監事

平� 久博 八束郡玉湯町大字湯町���番地

福間 啓夫 八束郡玉湯町大字林村����番地

杉原 良治 八束郡玉湯町大字大谷����番地	


 就任年月日

平成��年�月��日

	 退任した役員の氏名及び住所

理事

舟木 富郎 八束郡玉湯町大字布志名
��番地	

舟木 實 八束郡玉湯町大字布志名
��番地


渡部 吉郎 八束郡玉湯町大字湯町����番地

和田 捷良 八束郡玉湯町大字湯町����番地

福間 基 八束郡玉湯町大字林村����番地

本多 昭夫 八束郡玉湯町大字林村���番地

青砥 登 八束郡玉湯町大字玉造���番地

新宮富二夫 八束郡玉湯町大字玉造���番地�

石川 廣 八束郡玉湯町大字大谷���番地

恩田 治三 八束郡玉湯町大字大谷����番地�


監事

平� 久博 八束郡玉湯町大字湯町���番地

福間 力夫 八束郡玉湯町大字林村�

�番地

若竹 正彦 八束郡玉湯町大字大谷���番地


��������	


土地改良法（昭和��年法律第��
号）第��条第��項の規定により、次の土地改良区から役員の退任の届出があったの

で、同条第��項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

八束郡八雲村土地改良区

退任した役員の氏名及び住所

監事

前田 明 八束郡八雲村大字熊野���番地

���������


森林法（昭和��年法律第���号）第�
条の
第�項の規定により保安林の指定をするので、同法第��条第�項において

準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 保安林の所在場所

簸川郡大社町大字杵築東字丸山����


 指定の目的

第�����号 平成��年��月�日 (�)



島 根 県 報

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

立木の伐採を禁止する。

��������	


次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示

する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義


 解除予定保安林の所在場所

那賀郡旭町大字都川����―��

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 解除の理由

道路用地とするため

���������


次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示

する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義


 解除予定保安林の所在場所

那賀郡旭町大字都川���
―�

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 解除の理由

道路用地とするため

���������


次の保安林を解除予定保安林としたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第
項の規定により告示する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義


 解除予定保安林の所在場所

出雲市東神西町字井ノ内����―	

� 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

� 解除の理由

道路用地とするため

第�����号 平成��年��月	日(
)



島 根 県 報

���������	

次の保安林を解除予定保安林としたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により告示する。

平成	�年	�月
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 解除予定保安林の所在場所

安来市広瀬町宇波����―�

� 保安林として指定された目的

水源のかん養


 解除の理由

農道用地とするため

�������
�	

森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定施業要件を変更するので、同法第��条の


において準用する同法第��条第�項において準用する同条第�項の規定により告示する。

平成	�年	�月
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

平成	�年
月��日島根県告示第���号（一及び三に限る。）

� 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次

のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び安来市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�	

森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定施業要件を変更するので、同法第��条の


において準用する同法第��条第�項において準用する同条第�項の規定により告示する。

平成	�年	�月
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的 次に掲げる告示で定めるところによる。

平成	�年
月�	日島根県告示第���号、平成	�年
月��日島根県告示第���号

� 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない。

� 立木の伐採の限度 変更後の立木の伐採の限度は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び安来市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������

	

森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定施業要件を変更するので、同法第��条の


において準用する同法第��条第�項において準用する同条第�項の規定により告示する。

平成	�年	�月
日

第	��	�号 平成	�年	�月
日 (�)



島 根 県 報

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

安来市広瀬町西比田����―�

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び安来市役所に備え置いて縦覧に供する。）

��������	


森林法（昭和��年法律第��	号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定施業要件を変更するので、同法第��条の

�において準用する同法第��条第
項において準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

安来市伯太町須山福富���	―


� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び安来市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������


森林法（昭和��年法律第��	号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定施業要件を変更するので、同法第��条の

�において準用する同法第��条第
項において準用する同条第�項の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

簸川郡佐田町大字反辺字横貝����―��、����―��

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

第�����号 平成��年��月�日(��)
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� 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び佐田町役場に備え置いて縦覧に供する。）

��������	


森林法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により保安林の指定施業要件を変更するので、同法第��条の

�において準用する同法第��条第	項において準用する同条第�項の規定により告示する。

平成
�年
�月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

簸川郡佐田町大字東村字三ツ子山

��―


� 保安林として指定された目的

水源のかん養

� 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び佐田町役場に備え置いて縦覧に供する。）

���������


公有水面埋立法（大正
�年法律第��号）第��条第�項の規定に基づき、次のとおり公有水面埋立てを竣功認可したの

で、同条第�項の規定により告示する。

平成
�年
�月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 竣功認可の年月日

平成
�年
月��日

� 竣功認可を受けた者

八束郡島根町大字加賀

��番地�

島根町 代表者 島根町長 角田成功

� 埋立区域の位置、区域及び面積

� 位置

八束郡島根町大字加賀����番�から同大字
�
�番に至る地先の公有水面

� 区域

第
��
�号 平成
�年
�月�日 (

)
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次のイの地点からニの地点までを順次直線で結んだ線、イの地点とニの地点を結ぶ公有水面と陸地の境界線（平成

��年春分時の満潮位Ｄ．Ｌ＋����ｍにより決定）に囲まれた区域。

ただし、平成��年の春分時の満潮位Ｄ．Ｌ＋����ｍにおける公有水面と露岩二カ所の陸地との境界線により囲まれ

た区域を除く。

イの地点 加賀漁港沖防波堤灯台（北緯��度��分��秒、東経���度��分��秒）から���度�	分��秒、�	
���ｍの地点

ロの地点 イの地点から��	度��分��秒、����ｍの地点

ハの地点 ロの地点から�
�度��分��秒、�����ｍの地点

ニの地点 ハの地点から���度��分��秒、��
�ｍの地点

� 面積

������平方メートル

� 埋立地の用途

漁業集落環境整備施設用地


 免許の年月日及び番号

平成��年��月�日 指令漁港第��号

� 閲覧場所

島根県農林水産部漁港漁場整備課、松江水産事務所及び島根町役場

��������	


道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第�	�号）第�	条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する土木建築事務所において一般の

縦覧に供する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

��������


海岸法（昭和��年法律第���号）第�条第�項の規定により、次のとおり海岸保全区域を指定したので、同条第�項の

規定により告示する。

その関係図面は、島根県土木部河川課及び出雲土木建築事務所に備え置いて縦覧に供する。

海岸保全区域の指定（昭和��年島根県告示第���号）のうち岐久地先海岸については、廃止する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成��年��月�日(��)

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する土
木建築事務
所の名称

備 考

県 道
羽須美大和
線

邑智郡美郷町都賀西���番�地先から同�

�	番�地先まで

メートル
��
���

平成��年
��月�日

川 本 土 木
建築事務所



島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日 (��)

海 岸 の 名 称

海 岸 保 全 区 域
沿 岸 名 海 岸 名

地 区
海 岸 名

地 先
海 岸 名

延 長

島根 多伎 多伎 岐久 �����	�ｍ 基点
から基点��まで順次直線で結んだ線、基点


と補助点
の
を結んだ線、基点��と補助点��の��を

結んだ線及び補助点
の
から補助点��の��までを順

次直線で結んだ線により囲まれた区域並びに基点��か

ら基点��までを順次直線で結んだ線、基点��と補助点

��の��を結んだ線、基点��と補助点��の��を結んだ線

及び補助点��の��から補助点��の��までを順次直線で

結んだ線により囲まれた区域。

点の表示 基点
 座標Ｘ －������	���

座標Ｙ ���
��	���

基点� 座標Ｘ －������	��


座標Ｙ ������	���

基点� 座標Ｘ －������	���

座標Ｙ ������	�
�

基点� 座標Ｘ －������	




座標Ｙ �����
	
��

基点� 座標Ｘ －�
����	���

座標Ｙ ������	�
�

基点� 座標Ｘ －�
����	���

座標Ｙ ������	���

基点� 座標Ｘ －�
����	���

座標Ｙ ������	
�


基点� 座標Ｘ －�
����	�
�

座標Ｙ ������	���

基点� 座標Ｘ －�
����	�
�

座標Ｙ ������	���

基点�� 座標Ｘ －�
����	���

座標Ｙ ������	���

基点�� 座標Ｘ －������	���

座標Ｙ ������	���

基点�� 座標Ｘ －����
�	�
�

座標Ｙ ��	���	

�

基点�� 座標Ｘ －������	���

座標Ｙ ������	��


基点�� 座標Ｘ －������	���

座標Ｙ ������	���

基点�� 座標Ｘ －������	���

座標Ｙ ������	���

基点�� 座標Ｘ －������	���



島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日(��)

座標Ｙ ������	���

基点�
 座標Ｘ －
�����	
��

座標Ｙ ������	���

基点�
 座標Ｘ －
����
	���

座標Ｙ ������	���

基点�� 座標Ｘ －
�����	�
�

座標Ｙ ������	
��

基点�� 座標Ｘ －
�����	�



座標Ｙ ������	
�


基点�� 座標Ｘ －
����
	
��

座標Ｙ ������	
��

基点�� 座標Ｘ －
�����	���

座標Ｙ ����

	��


基点�� 座標Ｘ －
�����	���

座標Ｙ ������	�
�

基点�� 座標Ｘ －
�����	




座標Ｙ ������	
��

基点�� 座標Ｘ －
�����	���

座標Ｙ ������	�



基点�� 座標Ｘ －
����
	
��

座標Ｙ ������	���

基点�
 座標Ｘ －
�����	���

座標Ｙ ���
��	���

基点�
 座標Ｘ －
�����	���

座標Ｙ ���
��	��


基点�� 座標Ｘ －
���

	���

座標Ｙ ���
��	
��

基点�� 座標Ｘ －
�����	
��

座標Ｙ ���

�	
��

基点�� 座標Ｘ －
�����	���

座標Ｙ ���

�	���

基点�� 座標Ｘ －
��

�	�
�

座標Ｙ ������	��


基点�� 座標Ｘ －
��

�	���

座標Ｙ ������	���

基点�� 座標Ｘ －
��
�
	���

座標Ｙ ������	�
�

補助点�の� 座標Ｘ －

���
	���

座標Ｙ ���

�	��


補助点�の� 座標Ｘ －

���
	���

座標Ｙ ������	
��

補助点�の� 座標Ｘ －

�
��	��
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� �

島根県の「全県域ＷＡＮ」に係るネットワークサービス提供者について、提案競技により選定の上特定するので、様式

等を除き次のとおり公告する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� サービスの利用内容

� ネットワーク名

「全県域ＷＡＮ」

� ネットワークの内容

「島根県「全県域ＷＡＮ」調達仕様書」（以下「仕様書」という。）による。

� 利用期間

平成��年�月�日～平成��年	月
�日

� ネットワークサービス提供者

以下の規定に基づき提案競技を行い、ネットワークサービス提供者を選定する。

� 提案の内容

� 仕様書の要件を満たすネットワークサービスの内容

� �のネットワークサービスを担保する施設・設備構成の概要

� �のネットワークサービスを提供する際の見積金額

	 参加資格

提案競技に参加しようとする者は、次のアからエまでのすべてに該当すること。

ア 地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の�第�項の規定に該当しない者であること。

イ 地方自治法施行令第���条の�第�項の各号に該当すると認められる事実があった後�年を経過しない者でない

こと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者でないこと。

ウ 島根県会計規則（昭和
�年島根県規則第��号）第��条の	各号に掲げる要件に備えたものであること。

エ 公告の日から参加申込書の受領期限の日までの間に、島根県の実施する入札について指名停止を受けていない者

第�
���号 平成��年��月�日 (��)

座標Ｙ �

����
��

補助点��の�� 座標Ｘ －��
�������

座標Ｙ ��
�������

補助点��の�� 座標Ｘ －��
�����
�

座標Ｙ ��
�������

補助点��の�� 座標Ｘ －��

������

座標Ｙ ��
����
��

補助点�
の�
 座標Ｘ －��
�������

座標Ｙ ��
������


補助点��の�� 座標Ｘ －��

�����


座標Ｙ ��
�������

補助点

の

 座標Ｘ －��
�������

座標Ｙ ��
�������

補助点
�の
� 座標Ｘ －��
�������

座標Ｙ ��
�������
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であること。

� 提出書類

提案競技に参加しようとする者は、以下の書類を提出すること。

� 提案競技参加申込書（参考様式�）

� 法人にあっては会社概要書（参考様式�）

� 個人にあっては経歴書（参考様式�）

� 法人登記簿謄本（法人の場合）

� 本件提案競技に係る参加資格を満たす旨の誓約書（参考様式�）

� 島根県税について、未納の徴収金（納期限が到来していないものを除く。）がない旨の証明書（平成��年�月末時

点）

� 消費税及び地方消費税について未納の税額（納期限が到来していないものを除く。）がない旨の証明書（平成��年

�月末時点）

� 提案書表紙（参考様式�）

	 提案書（参考様式	）

� 提案競技説明書等の配布期間、場所

� 期間

平成��年�
月�日（金）～平成��年�
月��日（火）閉庁日を除く毎日�時～�
時

� 場所

島根県地域振興部情報政策課

	 提案競技説明会

� 日時

平成��年�
月��日（木） ��時�
分～��時�
分

� 場所

島根県庁 会議棟 第�会議室

� 提出書類の提出方法、提出先、提出期間等

� 提出方法

持参又は郵送による。

� 提出部数

�の�～�の書類については�部、�の	の書類については�部

� 提出期限

�の�～�の書類については、平成��年�
月��日（火）��時まで（郵送の場合は書留とし、��日の正午までに必着

のこと）

�の�、	の書類については、平成��年��月�日（金）��時まで（郵送の場合は書留とし、�日の正午までに必着

のこと)

� 提出先

郵便番号 ��
－��
�

松江市殿町�番地 島根県地域振興部情報政策課

電 話 
���－��－����

ファックス 
���－��－����

電子メール ���������������� !���"�

� 提案競技に係る質問書について

� 質問は、期限までに文書（参考様式�）により提出すること。（ファックス、電子メールによる問い合わせも可と

する。）

第�#���号 平成��年�
月�日(��)
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� 提出期限

平成��年��月��日（火） ��時まで

� 質問に対する回答は、平成��年��月��日（金）までに文書により通知する。

� ネットワークサービス提供者の選定方法

� 「全県域ＷＡＮ」提案競技審査委員会（以下「審査委員会」という。）において、厳正な審査を行い、ネットワー

クサービス提供者の選定を行う。

� 審査委員には、島根県総務部総務課長、地域振興部地域政策課長及び情報政策課長をもって充てる。

� 評価については、以下の点を考慮する。

ア ネットワークサービスの要件適合性

仕様書に記載している各種要件の充足状況

イ ネットワークサービスの拡張性・柔軟性

接続先・回線容量等の追加・変更への対応性

ウ ネットワークサービスの安定性

障害予防、障害発生時の保守運用体制

� 評価及び得点の付与方法は、あらかじめ設定した評価基準に基づき、各評価項目の得点を合算する方法により合計

得点を算出する。

� 提出書類により参加資格等を審査した後、提案書について必要に応じ審査委員会事務局（情報政策課）によるヒア

リングを行う。

� ヒアリングの日程等については、提案競技参加者に別途通知する。

� 審査委員会による選定の結果については、提案競技参加者に別途通知する。

� 審査経過については、公表しない。また、選定の結果に対しての異議申立は受け付けない。

�� 契約

� 契約相手方

審査委員会が選定した者（以下「ネットワークサービス提供予定者」という。）と地方自治法施行令第���条の�

第	項第�号の規定により、随意契約を行う。

� 契約金額

ネットワークサービス提供予定者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内において決定する。

� 前金払

なし。

� 契約保証金

島根県会計規則第��条第	項の規定により契約金額の���分の��以上を納付すること。ただし、島根県会計規則第

��条の�各号のいずれかに該当する場合は免除する。

� その他の契約条項

ネットワークサービス提供予定者と協議の上定める。

� 契約の手続に使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨とする。

�� その他留意事項

� 提案競技参加に係る費用は提案者の負担とする。

� 提出期限後の問い合わせ、書類の追加・修正には原則として応じない。

� 提出された書類の返却は行わない。

�� 問い合わせ先


の�に同じ。

第�����号 平成��年��月
日 (��)



平成��年��月�日 印刷
平成��年��月�日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 �����円

(送料共)

島 根 県 報

� � � � � �

次のとおり随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成	年政令第
��号）第��条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成	年島

根県規則第�
号）第
条の規定により公示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 役務の名称及び数量

島根県人事給与システム運用機器（サーバー関連） 一式

� 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

島根県総務部人事課 島根県松江市殿町�

� 随意契約の相手方を決定した日

平成��年�月
�日

� 随意契約の相手方の氏名及び住所

ＮＥＣリース株式会社 東京都港区芝五丁目��番��号

� 随意契約に係る契約金額

�
��
�����円

� 契約の相手方を決定した手続

随意契約

	 随意契約とした理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第��条第�項第�号の規定による。

次のとおり随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成	年政令第
��号）第��条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成	年島

根県規則第�
号）第
条の規定により公示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 役務の名称及び数量

島根県人事給与システム運用機器（端末、プリンター等） 一式

� 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

島根県総務部人事課 島根県松江市殿町�

� 随意契約の相手方を決定した日

平成��年�月
�日

� 随意契約の相手方の氏名及び住所

ＮＥＣリース株式会社 東京都港区芝五丁目��番��号

� 随意契約に係る契約金額


��
�����円

� 契約の相手方を決定した手続

随意契約

	 随意契約とした理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第��条第�項第�号の規定による。

第�����号 平成��年��月�日(��)


